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概   要 
本論文は，真空圧密工法が採用された浚渫粘土埋立地盤における動態観測結果を報告するとともに，土～

水連成有限要素解析を適用し，真空載荷時における地盤変形挙動の予測精度の検証と改良地盤の応力状態

について考察を行ったものである。解析では，構成モデルとして関口・太田モデルにおける降伏曲面を楕

円関数に変更したモデル（修正関口・太田モデルと呼ぶ）を適用し，従来の研究で良く用いられている修

正カムクレイモデルとの比較を行っている。修正関口・太田モデルの適用によって真空圧密の工法原理を

有効応力経路から考察することが可能なこと，改良域内の圧密沈下量や側方変位量を実務上十分な精度で

評価できることを示した。 
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1. はじめに 
 
真空圧密工法は，急速施工が可能な点や載荷重としての

盛土材が不要な点など，工期短縮，コスト縮減，環境保全

の観点から注目される地盤改良技術の一つである。軟弱地

盤の支持力増加や圧密促進のみならず，浚渫埋立地の減容

化，湖沼や内湾の水深確保などその用途は幅広く，近年に

なって着実に施工実績を伸ばしている。 
真空圧密工法の技術的な課題は，いかにして改良対象地

盤の気密性を確保し，所定の負圧を改良地盤内に安定的に

作用させるかにあるといっても良い。また設計的には，工

法の原理を適切にモデル化した上で沈下量や側方変位量

を精度良く予測し，ドレーンの改良ピッチや真空載荷期間

などの設計条件を合理的に設定することが重要である。特

に真空圧密工法では，改良域内へ大きな引き込み型の変形

が生じるほか，改良域外においても，かなり広範な範囲ま

で真空載荷に起因する沈下や側方変位が観測される事例

が多い。このような周辺地盤に及ぼす変形の影響範囲およ

びその程度を定量的に事前予測し，必要に応じてこれらの

影響を軽減する補助工法の効果を評価することが，真空圧

密工法を選定する上で重要である。 
しかしながら，実務の設計段階で実施される圧密計算で

は，間隙水圧の減少分－∆u を圧密荷重の増加分＋∆pv と見

なし，一般的なバーチカルドレーン工法において採用され

ている Barron の理論に基づいた一次元圧密計算が行われ

ているのが現状である。このような慣用計算法では，真空

圧密特有の引き込み型の変形を考慮できない点や改良域

中央の一次元的な沈下を示す箇所でさえも深度方向の拘

束条件の違いによる地盤内の応力状態を適切に表現でき

ないなど問題点も多い。 
このような問題に対する検討方法の一つとして，有限要

素解析が有効であると考えられるが，真空圧密工法に対す

る有限要素解析の適用事例は，サンドドレーン改良地盤な

どに比べると圧倒的に少ないのが現状である。また，真空

圧密工法の場合は，境界条件に応じて変化する地盤内応力

状態を適切に表現できる構成モデルを適用することが，工

法原理を理解する上で重要であるが，このような観点に立

って構成モデルの適用性を検証した事例はほとんどない。 
このような背景から本研究では，真空圧密工法が採用さ

れた浚渫粘土埋立地における地盤改良工事に対して，土～

水連成の二次元有限要素解析を実施し，その適用性や解析

精度を検証した。解析では，構成モデルとして関口・太田

モデルにおける降伏曲面を楕円関数に変更したモデル（以

下，修正関口・太田モデルと呼ぶ）1)を適用し，地盤内の

応力状態と変形挙動の関係について考察するとともに，一

次元的な慣用計算法との比較も行った。また，従来の研究

で採用実績が多い修正カムクレイモデル2)についても同様

の解析を実施し，解析結果の比較を行った。 

 
2. 既往の研究 

 
2.1 工法原理に関する研究 
我が国では 1990 年代から真空圧密工法が徐々に普及す

るに従って，工法原理に関する研究が梅崎ら3)，三田地ら4)，
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今井5)，Chai et al.6)によって相次いで報告された。 
梅崎ら 3)は，図 1 に示すように，真空載荷時の地盤変形

状態から，地盤内を A)側方変形状態と B)側方拘束条件に

大きく分類した。すなわち，改良域端部の浅層部分（A）

は等方圧密に近似できるような変形が生じ，改良域中央部

の深層部分（B）は一次元圧密（K0 圧密）に近似できるよ

うな変形が生じると考えた。そして，これらの応力状態を

三軸圧縮試験機および一次元圧密試験機内で再現し，試験

結果に基づいて，上記のモデル化の妥当性と強度増加特

性・圧密特性について考察を行った。三田地ら 4)も異方応

力条件による三軸圧縮試験を行い，真空解除後の過圧密効

果による強度増加特性に着目した報告をしている。 
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図 1 真空圧密工法による地盤変形と応力履歴の関係 

 
今井 5)は，梅崎ら 3)のモデル化をより単純化し，改良域

の上部は水平方向のひずみ拘束がないので，水圧の減少に

よってどこでも一様に等方圧密し，改良域の下端は水平方

向にひずみが拘束されているため K0 圧密すると考えた。

そして，改良域内部は上部から下部に向けて等方圧密状態

から K0 圧密状態へ変化するとした。さらに，改良域外周

の土塊は主働状態にあると見なし，改良域内外の地盤変形

（地表面沈下）を予測する理論を組み立てた。 
Chai et al.6)は，引き込み型の側方変形が生じる条件を静

止土圧係数，有効土被り圧，真空圧による増加応力の関係

で導くとともに，開口クラックの深さに着目して地盤内の

応力状態をモデル化した。すなわち，土要素に作用する側

方応力は，開口クラック下端より浅い部分では真空圧によ

る増加応力のみで，深い部分では真空圧による増加応力と

経験的に求められる土圧係数を考慮した側方応力の和で

表されると考えた。そして，これらのモデル化に基づいて

沈下量や側方変形量を予測する理論を構築し，実工事の計

測データに対してモデルの適用性を検討している。 
いずれの研究も，真空圧密工法のメカニズムの把握，あ

るいは地盤変形量の予測理論を構築することを目的とし

ているため，地盤内の応力状態は極めて単純化されて扱わ

れている。三田地ら 4)や今井 5)は，実際の地盤における応

力状態はより複雑で，これを合理的に扱う場合は有限要素

解析が有用であることを指摘している。 

 
2.2 有限要素解析の適用性に関する研究 
工法原理に関する研究と並行して，真空圧密工法で改良

された実地盤に対して有限要素解析を適用し，地盤変形量

の予測精度や設計，安定管理への応用の可能性を検討した

事例は幾つか報告されている。 
松本7)は，浚渫埋立地盤に対して関口・太田の弾塑性モ

デルを用いた解析事例を報告している。この事例における

真空圧密の改良仕様は，改良範囲が 20m×20m の正方形，

改良深さが 27m となっており，気密シートタイプの真空

圧密工法が採用されている。解析結果は，改良域内の沈下

挙動を精度よく再現しているが，改良域外の地盤変形量を

過大評価している。この原因として，解析では地表面に生

じる開口クラックを表現できていない点を挙げている。 
山添・三田地8)は，北海道の泥炭性軟弱地盤に対して修

正カムクレイモデルを用いた解析事例を報告している。こ

の事例は盛土併用型の地盤改良工事で，改良範囲が 48m×

88.8m の平行四辺形，改良深さが約 20m となっている。本

工事も気密シートタイプが採用されている。泥炭という特

殊な地盤を対象としているが，地盤を代表する土質パラメ

ータを適切に設定することにより，弾塑性解析の枠組みの

中で過剰間隙水圧挙動，盛土中央部の沈下挙動，盛土法尻

部の地中側方変位挙動を概ね再現している。ただし，改良

域周辺の地盤変形の予測精度については詳しく報告され

ていないため不明である。また，地盤の変形挙動と安定性

を盛土中央部要素の有効応力経路から考察し，負圧載荷は

応力点を破壊線から遠ざけ，地盤を安全側に移行させる働

きを持つことを示している。山添9)はさらに泥炭性軟弱地

盤の大変形問題に対応するために有限変形理論を組み入

れた解析も実施しており，カムクレイモデルと修正カムク

レイモデルの比較や微小変形理論と有限変形理論の比較

を行っている。 
Chai et al.10)は，佐賀平野の道路盛土工事に対して修正カ

ムクレイモデルを用いた解析事例を詳細に報告している。

帯状盛土下の真空圧密改良範囲は，延長約 1km，幅 16m～

18m であり，改良深度は 10m～11.5m である。本工事も気

密シートタイプ（厚さ 0.5mm，ポリ塩化ビニール製）が採

用されている。解析結果は，真空載荷時の改良域内沈下量

を概ね再現しているが，改良域端部から 4.2m 離れた改良
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域外の沈下量をやや過小評価している点，真空除荷時のリ

バウンド量の不一致，改良域端部の地中側方変位量を過小

評価している点など，解析は依然として多くの課題を有し

ていることが報告されている。また，透水係数や境界条件

の設定の難しさなど複雑な自然地盤を対象とする上での

解析の限界を指摘している。 
このように，真空圧密工法を適用した実地盤に対する幾

つかの有限要素解析事例を見ると，本工法特有の引き込み

型の側方変位や改良部中央の圧密沈下量を比較的精度よ

く予測できていることがわかる。しかしながら，改良域外

を含めた施工エリア全体の地盤変形量の予測精度につい

ては依然として未解明な部分が残されている。また，梅崎

ら 3)や今井 5)が仮定したような地盤内応力状態と変形挙動

の関係について，有限要素解析がどの程度合理的に評価で

きているかを詳細に検討した事例は少なく，地盤変形の予

測精度の検証と併せて，応力状態の妥当性についても詳細

に検討する必要性があるように思われる。 

 
3. 真空圧密工法による浚渫埋立地盤の改良 

 
3.1 工事概要 
検討対象とした現場は，浚渫土が投入されてから数年が

経過した徳山下松港(徳山地区)T-9 埋立地である。浚渫埋

立部は非排水せん断強度が cu=1.4kN/m2 程度の超軟弱な未

圧密地盤であるため，この埋立地内において臨港道路を建

設する際の圧密促進および支持力増加を目的とした地盤

改良工法として，キャップ付ドレーンを用いた真空圧密工

法11)が採用された12),13)。図 2 に施工位置平面図，図 3 に

動態観測機器の平面配置図を示す。改良範囲は幅 44.4m，

中心線延長 250m，改良層厚 28m，設計真空圧は－65kN/m2

である。図 3 に示すように施工中は地表面沈下および地

表面側方変位，作用負圧（ポンプ元圧，集水管端部，ドレ

ーン内），地盤内間隙水圧，排水量，傾斜計による地中側

方変位を計測した。特に「区域 B」は集中計測管理区域と

位置づけ，密な計測を行っている。したがって，後述の有

限要素解析においても「区域 B」を検討対象とした。 

 
3.2 地盤概要 
図 4 に土層構成と間隙水圧計の設置深度を示す。真空

圧密工法による地盤改良は，図 4 に示すように浚渫粘土

である埋立粘土 1，埋立粘土 2 および在来粘土である沖積

粘性土を対象に実施した。表 1 に地盤物性値を一覧する。

当該地域の在来粘土に関する元々の地盤特性は，既往の文

献14),15),16)が詳しいのでここでは省略するが，浚渫粘土

の埋立に起因する圧密によって，含水比 wn は 97～143%か

ら 72～122%へと 20%程度低下している。負圧載荷前の在

来粘土は含水比が小さく，湿潤密度が大きい傾向にあるが，

サンプリング位置（ドレーン近傍か，ドレーン間中央か）

の違いによるばらつきの可能性が考えられる。渫粘土の含

水比 wn は約 120%，湿潤密度ρ t は 1.42g/cm3 で比較的均質

な地盤を形成していることがわかる。その物理特性は浅部

の在来粘土と大きく変わらない。 
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図 2 施工位置平面図 
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図 3 動態観測機器の平面配置図 
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図 4 土層構成および間隙水圧計の設置深度 

 
表 1 地盤物性値 

パラメータ 単位 埋立粘土 1 埋立粘土 2 在来粘土 
層厚 m 5.0 12.0 11.0 

湿潤密度 ρ t g/cm3 1.42 1.42 1.51 
含水比 wn % 119 120～129 72～122 

せん断強度 cu kN/m2 1.4 
1.4+0.3z 

(z=0 at DL=0) 
4.0+0.7z 

(z=0 at DL=0)
圧縮指数 Cc － 1.026 1.026 1.035 
圧密係数 cv cm2/d 180 180 130 
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3.3 キャップ付ドレーン工法による地盤改良 
本工事で採用したキャップ付ドレーン工法 11),17)は，表層

の粘性土を上部シール層として利用することによって，気

密シートが不要となる点が大きな特長である。ドレーン 1
本毎に気密キャップを接続し，負圧は気密キャップを介し

てドレーン内に直接作用させるため，負圧の伝達効果が高

い。また，改良層の中間に透水性の良い層が存在する場合

には，該当深度のドレーン材にあらかじめ遮水シールを取

り付けることにより，改良効果が低下することを防ぐこと

ができる。気密シートタイプと比較して，水上や泥土上の

施工も可能な点が長所として挙げられる。一方，表層（上

部シール層）が未～弱改良層となる点，キャップ部は地下

水位以下に維持する必要がある点，ドレーン打設時に生じ

る打設孔の漏気対策が必要な点など留意が必要である18)。 
本工事では図 4 に示すように，鉛直ドレーン材は基礎

砂礫層より 1.0m 上部まで泥土施工機（PDF 船）によって

打ち込み（下部シール層 1m），地表面から 1.5m の埋立粘

土を上部シール層とした。ドレーン打設長さは 27m，ドレ

ーンの打設間隔は 1.2m ピッチの正方形配置，ドレーンの

総打設本数は 8,053 本，総延長は 217,431m である。また，

区域 A および区域 F は，護岸築造時の築堤材が介在して

いたため，鉛直ドレーンに遮水シール処理を施している。 
実際の工事は真空圧の停止後に二段階の盛土（二回目の

真空圧密を含む）が施工されているが19)，本論文では真空

載荷のみに起因する地盤の応力変形挙動を有限要素解析

によって考察することに主眼を置き，盛土載荷前の真空載

荷期間 133 日間（真空除荷を含まない）を解析対象とした。 

 
3.4 地盤改良効果

12),13) 
図 5 および図 6 に事前調査，負圧載荷前および事後調

査（一次負圧除荷後）の含水比，湿潤密度，一軸圧縮強さ，

圧密降伏応力の深度分布図を示す。図 5 および図 6 より，

事前調査から負圧載荷前にかけて自然含水比の低下，湿潤

密度の増加，一軸圧縮強さの増加が見られる。これは改良

対象地盤が未圧密地盤であり，鉛直ドレーンの打設によっ

て自重圧密が促進されたこと（平均放置期間約 160 日）に

よるものと考えられる。これは，図 6 の圧密降伏応力の

深度分布図において，負圧載荷前に圧密降伏応力が有効土

被り圧とほぼ一致していることからも理解できる。 

真空載荷後は，自然含水比は平均で 82%に低下し，湿潤

密度は 1.42g/cm3 から 1.48g/cm3 へと増加した。一軸圧縮強

さの増加は，平均で∆qu＝54kN/m2 であった。事前の三軸

CU 試験結果（φ'=22.4 度）より強度増加率 m（＝∆cu/∆p）
を 0.28，圧密度 U を 80%（浅岡法による真空載荷後のひ

ずみに関する圧密度の推定値は平均 82%程度 13)）と仮定

すると，設計真空圧－65kN/m2 による非排水せん断強度の

増加量は，∆cu＝15kN/m2 と計算される。一方，一軸圧縮試

験による未圧密状態からの強度増加量は平均的に∆cu（＝

∆qu/2）＝27kNm2，負圧載荷後の強度増加量はその半分程

度であり，真空載荷による強度増加量はほぼ理論計算どお

りの値が得られていると判断できる。また，圧密降伏応力

は有効土被り圧よりも大きくなり，真圧除荷によって対象

地盤が過圧密化（OCR=1.5～2.1）していることがわかる。 
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図 5 真空載荷前後の物理特性の変化 
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図 6 真空載荷前後の力学特性の変化 

 
3.5 地盤挙動 
図 7 は間隙水圧計による過剰間隙水圧の経時変化を示

したもので，上段が真空ポンプの元圧，集水管端部の負圧，

ドレーン先端の負圧，下段が地盤内（ドレーン間中央）の

負圧を示したものである。なお，図 7 は経過時間の基準

日を負圧作用開始時（ドレーン打設から 178 日後）として

いる。30～40 日，55 日，70～75 日にかけてポンプ元圧が

一時的に低下する期間はあるが，ポンプ元圧は－90～－

95kN/m2，集水管端部およびドレーン先端部の負圧は概ね

－65kN/m2 を達成しており，設計真空圧が均一に作用して

いると判断できる。一方，地盤中の負圧は，ほぼ直線的に

経時低下しており，シール層（－1.5m）を除くと改良終了

時の負圧は，－35～－54kN/m2となっていることがわかる。 
図 8 は「区域 B」の改良域中心，改良域端部，改良域中

心から 52.2m における時間～沈下量関係，図 9 は改良域

縦断方向の沈下形状，図 10 は「区域 B」横断方向の地表

面沈下形状，図 11 は「区域 B」横断方向の地表面側方変

位形状を示したものである。なお，図 8～図 11 は，ドレ
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ーン打設時を経過時間の基準日としている。これらの図を

見てわかるように，改良地盤はドレーンの打設によって自

重圧密が促進され，改良域中心部で最大 1.8m 程度の沈下

量が生じている。図 8 より，改良域においては自重圧密

挙動はほぼ終息状況にある。自重圧密による沈下と負圧載

荷による沈下を合わせると，改良域中心部で 2.0m～3.8m
の沈下量が生じており，区域 B～区域 E においてはほぼ一

様な沈下を示している。これに対して区域 A および区域 F
は，既設護岸における築堤材が介在していることと，在来

地盤が低置換率 SCP 工法による地盤改良が行われている

ことが原因で沈下量が小さくなっていると思われる。 
図 10 の地表面沈下に着目すると，横断方向の沈下形状

はすり鉢状となっており，改良域中央部と改良域端部の沈

下比は，約 0.64（＝端部沈下量／中央部沈下量）であった。

また，改良域端部から 40m 離れた地点においても 70cm 程

度の沈下が生じている。この周辺地盤の沈下の原因として

は，1)天日乾燥，2)自重圧密沈下の進行，3)介在砂層の存

在と負圧の伝搬による圧密沈下，4)改良域の沈下に伴う連

れ込み沈下などが考えられるが，各要因の影響度を解明す

るためには詳細な分析を行う必要がある。 
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図 7 過剰間隙水圧の経時変化 
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図 8 時間～沈下関係（区域 B） 
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図 9 縦断方向の地表面沈下形状（区域 A～F 中央部） 
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図 10 横断方向の地表面沈下形状（区域 B） 
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図 11 横断方向の地表面側方変位（区域 B） 
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図 12 改良域端部の側方変位深度分布（区域 B） 
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図 11 より，地表面の側方変位は改良域内へ一貫して引

き込まれており，真空載荷時の典型的な地盤変形性状を示

している。地表面側方変位の最大値は，改良域端部におい

て 4.6m である。地表面沈下量と同様に，側方変位量につ

いても周辺地盤への影響が大きく，改良域端部から 40m
離れた地点において，2～3m 程度の大きな側方変位が生じ

ている。また，地表面には引っ張りクラックが観察された。 
図 12 は「区域 B」の改良域端部における地中側方変位

の深度分布図である，傾斜計は負圧載荷の数日前に設置し，

負圧載荷に併せて自動計測を行っている。図 12 に示す値

は，負圧載荷開始時を初期値として整理したものである。

改良域端部の側方変位は地表面で最大値を示し，改良域内

へ倒れ込むような変形モードを示していることがわかる。 

 
4. 有限要素解析 

 
4.1 解析の前提条件 
前章の計測結果で詳述したように，真空載荷時は地盤改

良域内だけでなく，改良域外においても広範囲に及ぶ地盤

変形を誘発していることがわかる。これらの影響を定量的

に評価する手法として有限要素解析が有効である。 
本論文で対象とする浚渫埋立地は未圧密粘土地盤であ

り，ドレーンの打設によって自重圧密が生じている。この

ような地盤を対象とした圧密解析では，粘土の沈降から圧

密沈下に至る過程を一貫して扱うことのできる解析手法

が本来必要となる。しかし図 8 より自重圧密過程がほぼ

終息状況にあると考えられること，図 6 の圧密降伏応力

の深度分布図から，真空載荷前の地盤はほぼ正規圧密状態

にあると判断できることから，ここでは，真空載荷前の地

盤を初期状態と見なし，浚渫埋立粘土は正規圧密地盤

（OCR=1.0）を仮定して解析を行った。したがって，検証

解析は負圧載荷後を対象として行い，実測値との比較も負

圧載荷日を基準日として整理した。なお，解析に用いたプ

ログラムは，港湾空港技術研究所による GeoFem20)である。 

 
4.2 解析条件 
図 13 に解析に使用した有限要素メッシュ図および載荷

工程図を示す。解析は負圧載荷開始から負圧除荷前までを

対象とした。地盤改良中心から片側断面をモデル化し，平

面ひずみ条件で解析を行った。水平方向の解析範囲は改良

層厚の約 3 倍の 80m とした。土層構成は，埋立粘土 1，2
（浚渫土）と在来地盤（沖積粘土）が成層状態で均質に堆

積しているものとしてモデル化した。 
変位境界条件は側面を水平変位固定，底面（基盤砂礫層

上面）を水平および鉛直変位固定とし，水理境界条件は右

側側面を非排水境界，上面および底面を排水境界（Δu=0）
とした。鉛直ドレーンは 1.2m 毎の鉛直メッシュ線上に水

圧固定境界を設けて表現し，設計負圧（－65kN/m2）を 2
日間で徐々に作用させた。なお，図 7 に示したような元

圧の一時的な低下は考慮していない。解析次元は平面ひず

み条件であるため，改良域の透水係数を軸方向流れの

Barronの理論解とTerzaghiの一次元圧密理論解が 50%圧密

時間で一致するように換算した21)。図 13 の詳細図に示す

ように，1.2m 間隔の鉛直ドレーン間には 4 つの要素が存

在する。以後の解析結果の評価においては，鉛直ドレーン

間の粘土要素を代表する着目点として，黒丸（●）で示し

たドレーン間中央要素の応力値を参照することとした。 

 
4.3 構成モデル 
埋立粘土および在来粘土の構成モデルは，修正関口・太

田モデル 1)を適用した。このモデルは，Sekiguchi and Ohta22)

の弾塑性モデル（関口・太田モデル）の降伏関数をオリジ

ナルカムクレイ型から楕円関数を用いた修正カムクレイ

型に変更し，降伏曲面の軸の傾きβを堆積時の有効応力比

η0（＝q0/p'0）の 2/3 としたものである。なお，構成モデル

に用いるパラメータはオリジナルの関口・太田モデルと変

わらない。図 14 に修正関口・太田モデルと関口・太田モ

デルの降伏曲面の比較を示す。 
本研究で修正関口・太田モデルを適用した理由について

述べる。2 章でも述べたように，既往の研究事例では関口・

太田モデルや修正カムクレイモデルを適用した報告が多

い。しかし，関口・太田モデルは，降伏面上における尖り

点（特異点）の問題があり，真空載荷時のように等方的な

応力が作用して図 1 に示すような有効応力経路を辿った

ときに，妥当な応力・ひずみ曲線を示すかどうかの保証が

なく，地盤変形量の評価を見誤る可能性がある。また，実

務的には解析コードによって尖り点処理の方法も異なる

と考えられるため，関口・太田モデルの適用は解析結果の

バラツキの原因にもなりうる。 
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図 13 有限要素メッシュ図および載荷工程図 
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図 14 降伏曲面の比較1) 

 
一方，修正カムクレイモデルは降伏曲面が楕円形状をし

ているため尖り点の問題がない。しかし，等方硬化型のモ

デルであるため，地盤の強度異方性を考慮できない問題点

がある。また，修正カムクレイモデルは，側方変形が生じ

ない K0 圧密条件下では，K0 値がその他の弾塑性パラメー

タから理論的に導出されるので23)，Jáky の式に代表される

経験的な K0 値や実験的に求められる K0 値とは異なる K0

値を解析上仮定する必要がある。これも実地盤の解析にお

いては大きな問題である。 
これに対して本研究で適用した修正関口・太田モデルは，

降伏曲面の軸の傾きβを堆積時の有効応力比η0 の 2/3 とす

ることにより，自然堆積粘土地盤が有する強度異方性や静

止土圧係数を概ね表現できる点が特長である 1)。異方圧密

粘土に対する構成モデルとして，Hashiguchi & Chen による

弾塑性モデル24)があるが，このモデルは回転硬化変数の導

入によって異方性の発展が塑性変形の進展に伴って変化

するとしている（変化しないことも許容する）。修正関口・

太田モデルは実務的な簡便さを重視して降伏曲面の軸の

傾きを固定しており，Hashiguchi & Chen による弾塑性モデ

ルの一部と見なすこともできる。 
図 15 は修正関口・太田モデル（β＝2/3η0），修正カムク

レイモデル（β＝0），降伏曲面の軸の傾きをβ＝η0 とした

モデルによって計算される K0 値を一要素の有限要素モデ

ルで調べた結果である。解析は平面ひずみ条件で行い，初

期条件を等方応力状態として側方変形を拘束（K0 条件）し

た上で要素上面の節点に等ひずみを与えている。図 15 は，

非可逆比Λ（=1－κ/λ）を 0.85 および 0.70 の 2 ケースとし，

有効内部摩擦角φ'を 20 度から 45 度の範囲で計算した結果

である。ここで限界状態応力比は M=6sinφ'/(3-sinφ')，ポア

ソン比はν'=K0/(1+K0)で与えている。ただし，ポアソン比

の計算に用いた K0 値は Jáky の式（K0＝1－sinφ'）より求め

ている。図 15 が示すように，修正関口・太田モデルは K0

値を求める経験式として適用性が高い Jáky の式や Brooker
の式（K0＝0.95－sinφ'）を概ね満足する K0 値を予測するこ

とができる。これに対して，修正カムクレイモデルは過大

な K0 値，β＝η0 としたモデルは過小な K0 値を仮定する必

要があることがわかる。また，修正関口・太田モデルは非

可逆比に対する K0 値の感度が他のモデルよりも小さいこ

とがわかる。このことからも降伏曲面の軸の傾きを 2/3η0

とすることは一般性が高いと考えられる。 
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図 15 K0値の予測性能（Λ=0.70，0.85） 

 
4.4 土質パラメータ 
表 2 に解析に用いた土質パラメータおよびその算定式

を示す。土質パラメータは，事前ボーリング調査結果を参

考に設定した。ただし，φ 'と M については，海成粘土の

一般的な値であるφ '=30 度（M=1.20）を採用した。また，

膨潤指数κは圧縮指数λの 1/10 を仮定し，正規圧密時の静

止土圧係数 K0 は Jáky の式から算定した。有効ポアソン比

ν'は地盤を弾性体と仮定した式（ν'=K0/(1+K0)）から算定し

た。地盤の透水係数 k は，e-log k 関係で直線的に低下する

と仮定し，このときの傾きλk は圧縮指数λと同じ値とした。

地盤の初期状態は，表 2 に示す一様な初期間隙比を仮定

し，応力積分点で有効土被り圧を計算し初期応力状態とし

た。土被り圧がゼロに近い地表面要素では計算が発散しや

すくなるが，本解析では載荷ステップを可能な限り細かく

して（∆ t=0.05day），計算が発散しないよう配慮した。 

 
表 2 解析に用いた土質パラメータ 

パラメータ 単位 埋土粘土 1 埋土粘土 2 在来粘土

 湿潤単位体積重量 γ t kN/m3 14.0 14.0 14.8 
 圧縮指数 λ － 0.445 0.445 0.449 
 膨潤指数 κ － 0.045 0.045 0.045 
 非可逆比 Λ － 0.90 0.90 0.90 
 初期間隙比 e0 － 2.90 2.40 2.10 
 限界状態応力比 M － 1.20 1.20 1.20 
 内部摩擦角 φ' 度 30.0 30.0 30.0 
 過圧密比 OCR － 1.0 1.0 1.0 
 降伏曲面の回転角 β － 0.500 0.500 0.500 
 透水係数 k cm/sec 8.38E-7 3.79E-7 1.86E-7
 e-log k の傾き λ k － 0.445 0.445 0.449 
 ポアソン比 ν' － 0.333 0.333 0.333 
 先行時静止土圧係数 K0 0.500 0.500 0.500 
 原位置静止土圧係数 Ki 0.500 0.500 0.500 
パラメータの算定式：λ＝0.434Cc，κ＝0.434Cs(Cs=Cc/10)， 
Λ=1－κ/ λ， M=6sinφ'/(3-sinφ')，β=(2/3) ･η0=(2/3)･3(1-K0)/(1+2K0)， 
λk=λ，ν'=K0/(1+K0)，K0=1－sinφ' (Jáky,1944)，Ki=K0(OCR)sinφ' (Schmidt,1966) 
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4.5 軸対称モデルによる検証 
真空載荷時における修正関口・太田モデルの基本的な応

答性能を確認するために，図 16 に示す軸対称モデルを用

いて，地盤内の有効応力状態を調べた。図 16 の右図に示

すように，典型的な変位境界条件として，a)K0 圧密条件（側

方拘束），b)等方圧密条件（側方変形）を仮定した。負圧

は，対称軸（鉛直ドレーン打設位置）に水圧固定境界とし

て設計真空圧－65kN/m2 を 2 日間で作用させた。解析に用

いた土質パラメータは，表 2 に示した値と同じである。 
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図 16 軸対称モデルによる修正関口・太田モデルの検証 

 
図 17 に 3 深度の着目要素における p'－q 面の有効応力

経路を示す。上段は修正関口・太田モデル，下段は修正カ

ムクレイモデルによる結果である。修正関口・太田モデル

の場合，側方拘束条件では深部の要素ほど K0 ラインから

ややずれているが，概ね K0 ライン上を推移しており，側

方拘束条件下の K0 圧密挙動をほぼ満足していることがわ

かる。これに対して側方変形条件の場合は，いずれの深度

においても軸差応力 q がほぼ一定のまま平均有効応力 p'
が増加する応力経路を示しており，図 1 に示したような

等方圧密挙動を再現していると判断できる。それぞれの条

件における沈下量については後述の「慣用計算法との比

較」において詳述する。 
一方，修正カムクレイモデルの場合は，初期応力条件と

して与えた K0 値（＝0.50）は，ポアソン比ν'，限界状態応

力比 M および非可逆比Λ（＝1－κ/λ）から導出される K0

理論値（=0.66）と異なるため，側方拘束条件では理論 K0

ラインに漸近するような応力経路を描き，結果として軸差

応力 q がいったん低下することも起こりうる。 
有効応力経路から真空載荷時の応力状態を考察する観

点に立つと，修正カムクレイモデルを適用する場合は，初

期応力条件として入力する K0 値をモデルにより導出され

る K0 値（理論値）と一致させるか，あるいは入力値と理

論値が異なる場合は，図 17(b)のような応力経路を取りう

ることを前提にして，解析結果の解釈をすることが重要と

考えられる。 
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(a) 修正関口・太田モデル 
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(b) 修正カムクレイモデル 

図 17 着目要素の有効応力経路 

 
4.6 二次元モデルによる解析結果 
 
4.6.1 沈下量 
図 18 に時間～沈下量関係，図 19 に地表面沈下量の水

平分布の実測値との比較をそれぞれ示す。なお，図 18 は

ドレーン打設日，図 19 は真空載荷開始日を経過時間の基

準日として整理している。 
図 18 および図 19 より，解析結果は実測値に比べて初

期の沈下速度がやや速いものの，改良域内に生じた圧密沈

下量を実務上十分な精度で再現できていると思われる。ま

た，図 19 において改良域端部付近で沈下形状がわずかに

波打つ傾向を示すが，改良域境界の局所的な変形による影

響と考えられる。改良域端部に近い未改良域は，改良域の

圧密沈下に連れ込まれるため，圧密による強度増加量が小

さいにも関わらず伸張方向にせん断力が作用するため，局

所的な大きなせん断ひずみが生じたと思われる。後段の修

正カムクレイモデルによる解析結果（図 26）では，この

ような局所的な変形が生じていない。これは，修正カムク

レイモデルを異方圧密粘土に適用した場合は，非排水伸張

条件で弾性応答を示すこと25)が影響している可能性があ

る。 
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改良域外の沈下量に着目すると，解析は全般的に過小評

価となっており，周辺地盤への影響予測を行う観点からは，

課題の残る結果となっている。前章で述べたように，改良

域外の沈下の要因として，1)天日乾燥の影響，2)自重圧密

沈下の進行，3)介在砂層の存在と負圧の伝搬による圧密沈

下，4)改良域の沈下に伴う連れ込み沈下などが考えられる

が，本モデルは，4)の連れ込み沈下以外の影響を考慮でき

るものではない。本工事の事前ボーリング調査結果の記事

によれば，シルト質である浚渫埋立粘土中には，「所々微

細砂を不規則に混入する」，「GL－12.4m 付近にレンズ状に

砂を挟む」とある。そこで，3)の影響について着目し，介

在する高透水層を仮想的にモデル化した感度解析を別途

実施している26)。その結果によれば，仮に層厚 1m の連続

した透水層が 1×10-3cm/sec 以上の透水係数を有すれば，真

空圧の影響が改良域外にも伝搬し，実測値にみられる程度

の沈下を起こす可能性があることが示された。ただし，こ

の仮説が成立するかどうかは，より詳細な地盤調査結果や

動態観測結果に基づいて判断する必要がある。 

なお，上述の要因のうち，2)の影響が相対的に大きい可

能性がある。これについては，自重圧密過程を考慮した解

析手法を構築する必要があり，今後の課題として挙げられ

る。いずれにしても，浚渫粘土地盤を正規圧密地盤とみな

すことができれば，有限要素解析によって真空載荷に起因

する改良域内の圧密沈下量を実務上十分な精度で予測す

ることができると思われる。真空圧密工法による浚渫埋立

地の減容化工事など，圧密沈下量の予測が重要となる案件

に対しては，本解析手法が非常に有効であると考えられる。 
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図 18 時間～沈下量関係 
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図 19 地表面沈下量の水平分布 

4.6.2 側方変位 
 図 20 は地表面側方変位量の水平分布を実測値と比較し

たもので，図 21 は改良域端部における地中側方変位の深

度分布を比較したものである。図 20 より，地表面側方変

位については，解析結果は実測値に比べて全体に過小評価

となっているが，改良域内への引き込み変形モードを示し

ている点や改良域端部で最大値を示している点は再現で

きている。図 21 の改良域端部の側方変位の深度分布につ

いても，解析結果は深部ほどやや過小評価となっているが，

地表面付近では実測値をほぼ再現できている。 
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図 20 地表面側方変位量の水平分布 
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図 21 改良域端部の地中側方変位の深度分布 

 

4.6.3 過剰間隙水圧 
図 22 は，改良域中央部のドレーン間中央要素における

過剰間隙水圧の経時変化を比較したものである。着目要素

は排水境界から最も遠く，解析の初期段階では非排水条件

に近いため正の過剰間隙水圧が発生している。その後は実

測値と同様の傾向で過剰間隙水圧は経時的に低下してい

ることが読み取れる。すなわち，解析による時間～沈下量

関係が実測値とよく対応していること（図 18）を過剰間

隙水圧の挙動からも確認することができる。Biot の圧密理

論では，ポアソン比がν'＝0.5 以外の場合に間隙水圧が初

期上昇することが知られており，この現象は Mandel-Cryer
効果27)と呼ばれている。本解析モデルにおいてポアソン比

をν'≒0.5 とし，その他の定数は変化させないで計算した
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ところ，正の過剰間隙水圧が発生しないことを確認してい

る。このことから，図 22 の過剰間隙水圧の初期上昇は

Mandel-Cryer 効果の可能性が考えられる。後述するように，

正の過剰間隙水圧が発生することにより，p'-q 面上の有効

応力経路は非排水せん断挙動を示す。 
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図 22 改良域中央部の過剰間隙水圧の経時変化 

 
4.6.4 有効応力経路 
図 23 に，改良域中央部，中央部から 9.6m，改良域端部

および改良域端部から 4m（未改良部）における 3 深度（浅

層部：G.L.－3.2m，中央部：G.L.－12.2m，深層部：G.L.－
25.2m）の有効応力経路を示す。なお，実工事では負圧期

間は 133 日間であるが，ここでは有効応力経路の終局状態

を調べるために，負圧期間を 360 日まで延長した結果（負

圧除荷は考慮しない）を示している。 
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図 23 有効応力経路 

 
改良域中央部と中央から 9.6m の位置では有効応力経路

に有意な差は見られないが，改良域端部は改良域中央部と

はわずかに異なる応力経路を示している。深度毎に見ると，

中央部（－12.2m）は全般的には等方圧密状態に近く，深

層部（－25.2m）は K0 ラインに漸近していることから K0

圧密条件に近い応力状態にあると考えられる。浅部（－

3.2m）は K0 ラインを超えてやや右上がりの応力経路を辿

っており，K0 圧密状態か等方圧密状態かを判断するのは難

しい。これは，キャップ付ドレーン工法では表層部が排水

境界となっていることも影響していると考えられる。以上

をまとめると，修正関口太田モデルによる数値解析で求め

た真空載荷時の地盤内応力状態は，深部では「K0 圧密状態」，

それ以外では「等方圧密状態」で概ね近似でき，今井 5)の

仮定したモデル化がほぼ妥当であると判断できる。 

 
4.7 慣用計算法との比較 
図 24 は改良域中央部の沈下量について，二次元 FEM，

前述の軸対称 FEM（側方変形条件，側方拘束条件），Barron
理論および今井による提案式 5)を実測値と比較したもので

ある。ここでは，Barron 理論を慣用計算法と呼ぶが，最終

沈下量 Sf は水圧の減少分－∆u を圧密荷重の増加分＋∆pv

と見なし Cc 法によって算定している。また，今井による

真空載荷時の沈下量 Sf
*は次式によって表される。 

f
0

0*
f 21

1 S
K

KS
+
+

=  (1) 

ここに，K0 は静止土圧係数，Sfは圧密荷重を上載荷重とし

て作用させた場合の圧密沈下量である。図 24 には K0=0.4，
0.5，0.6 の 3 ケースを示している。 
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図 24 改良域中央部の沈下量 

 
図 24 より慣用計算法は実測沈下量を過大評価している

のに対し，K0 値に応じて沈下量が低減される今井の式は，

実測値に非常に近い沈下量を計算しており，実用性が高い

ことがわかる。一方，前述した軸対称モデルについては，

側方拘束条件（K0 圧密条件）は慣用計算法とほぼ同じ沈下

量を計算し，側方変形条件（等方圧密条件）は実測値を過

小評価している。これに対し，二次元 FEM は軸対称 FEM
よりも実測値の再現性が相対的に高いと言える。これらの

ことより，真空圧密工法による圧密沈下量を有限要素解析

で予測する場合は，境界条件の極端な単純化は予測を見誤

る可能性が示唆され，平面ひずみ条件の二次元有限要素解

析手法が有効であると思われる。 
なお，改良域中央部の沈下量が慣用計算法で計算される

沈下量より小さく観測される理由として，いわゆる「部分

改良効果」の影響が指摘されている28)。すなわち，改良深

さ H に対して改良幅 b が十分広くない場合（b/H<2.0），改

良域中央部の沈下量が慣用計算法で算定される一次元圧
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密沈下量の 0.8～0.9 程度しか生じない実績が多い。このよ

うな沈下量の低減が b/H に依存するのか，改良域深度方向

の境界条件に依存するのか，それとも工法の違い（気密シ

ート式，キャップ式）によるものかは，今後もデータの蓄

積を図って検証していく必要がある。 

 
5. 構成モデルによる比較 

 
5.1 検討ケース 
従来の事例解析で採用実績が多い修正カムクレイモデ

ルついても 4 章と全く同じ条件，同じプログラムで解析を

実施し，地盤変形量および応力状態の違いについて考察を

加える。前述したように，修正カムクレイモデルを適用す

る場合は K0 値の設定が問題となるが，本検討では修正関

口・太田モデルで解析した条件と同様に，Jáky の式（K0=1
－sinφ'）で計算した K0 値（K0＝0.50）を初期条件として仮

定した。 
なお，関口・太田モデル 22)による解析も実施したが，修

正関口・太田モデルよりも改良域端部における局所変形が

卓越し，改良域中央部の沈下量の精度にも影響を及ぼした。

したがって，関口・太田モデルは有意な比較が行えないと

判断し，本論文では比較の対象外とした。 

 
5.2 解析結果 
図 25～図 28 に修正カムクレイモデルによる解析結果

を示す。それぞれ，図 18～図 21 の修正関口・太田モデ

ルによる解析結果と同様の整理を行っている。なお，図示

は省略するが，過剰間隙水圧挙動については，修正関口・

太田モデルによる結果とほぼ同じ傾向を示している。 
図 25 と図 18，図 26 と図 19 の比較より，修正カムク

レイモデルの方が，改良域内の沈下量をわずかに大きく計

算している。これは修正関口・太田モデルによる解析結果

に見られた改良域端部における局所的な変形が，修正カム

クレイモデルでは生じなかったためと考えられる。地表面

沈下量に関しては，大局的には両構成モデルによる大きな

差はないと言える。 
図 27 と図 20 の比較より，地表面側方変位量について

も両モデルによる傾向の大きな違いはないが，修正カムク

レイモデルの方が，改良域内外ともに地表面側方変位量が

わずかに小さく，実測値をやや過小評価する結果となった。

また，図 28 と図 21 の比較より，改良域端部の地中側方

変位については両モデルの差は大きく，修正カムクレイモ

デルによる側方変位は実測値を 1/2 程度に過小評価してい

る。ただし，修正関口・太田モデルも全体的には地中側方

変位は過小評価である。真空載荷時における側方変位の過

小評価の傾向は，Chai et al.9)による解析結果においても報

告されており，原因の一つとして地盤の異方性を考慮して

いない修正カムクレイモデルの適用限界の可能性を述べ

ている。本解析結果は，Chai et al.9)の推察を裏付けるもの

と言えるが，その他の要因の可能性も考えられることから，

今後もこのような比較解析が必要であると考える。 
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図 25 時間～沈下量関係（修正カムクレイモデル） 
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図 26 地表面沈下量の水平分布（修正カムクレイモデル） 
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図 27 地表面側方変位量の水平分布（修正カムクレイモデル） 
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図 28 改良域端部の地中側方変位量（修正カムクレイモデル） 
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図 29 は，修正カムクレイモデルによる真空載荷時の有

効応力経路を示したものである。深部（G.L.－25.2m）の

要素では，理論 K0 ラインに漸近している様子が分かるが，

そこに至る経路は等方圧密状態に近い。ただし改良域端部

の深部要素は，軸差応力 q が減少しつつ理論 K0 ラインを

大きく超えており，図 23 に示す修正関口・太田モデルに

よる傾向とはやや異なる。図 17 で示したように，完全に

K0 圧密状態であれば，理論 K0 ラインに沿って右肩上がり

に推移するはずなので，全体的にやや等方圧密に近い状態

にあると考えられる。このように，降伏曲面の硬化タイプ

の違いと修正カムクレイモデルにおける K0 値の問題が複

雑に影響して，両モデルによる有効応力状態は異なる経路

を示し，側方変位の解析結果にも差が生じた可能性が考え

られる。 
以上をまとめると，修正カムクレイモデルを適用するこ

とにより，改良域内の沈下量は概ね再現できることがわか

った。しかし，地表面側方変位量や改良域端部における地

中側方変位量は，解析値が実測値の半分程度となっており，

これまでにも報告されている過小評価の傾向 9)を本事例は

追認するものであった。また，修正カムクレイモデルにお

いて，理論的に導出される K0 値と大きく異なる K0 値を初

期条件として入力した場合は，地盤内の有効応力状態の解

釈が難しくなるなど，適用には注意が必要である。 
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図 29 着目要素の有効応力経路（修正カムクレイモデル） 

 
6. 結論 

 
本論文では，真空圧密工法で地盤改良された浚渫粘土埋

立地盤の動態観測結果を報告するともに，有限要素解析に

よる地盤変形予測精度の検証と真空載荷時の応力状態に

関する考察を行った。本研究によって得られた主要な結論

を以下に示す。 
1) 在来粘土および浚渫粘土から成る埋立地盤に対して

キャップ付ドレーンを用いた真空圧密工法を採用し

たところ，改良域内では最大 3.8m のすり鉢状の沈下

形状と最大 4.2m の引き込み型の側方変位を示した。

また，改良域端部から 40m 離れた地点でも 70cm の沈

下を観測した。 
2) 関口・太田モデルにおける降伏曲面を楕円関数に変更

したモデル（修正関口・太田モデル）による真空載荷

時の応力状態を鉛直ドレーン 1本分の軸対称モデルで

検証した結果，側方拘束条件（K0 圧密条件）および側

方変形条件（等方圧密条件）における有効応力状態を

適切に表現できることがわかった。 
3) 浚渫埋立地盤を均質な正規圧密粘土地盤と仮定した

二次元有限要素解析では，負圧載荷による改良域内の

圧密沈下量，側方変位量，地盤内間隙水圧の実測値を

良好に再現した。しかし，改良域外の広範囲にわたる

沈下量や側方変位量は過小評価した。 
4) 修正関口・太田モデルによる有効応力経路から，深部

は「K0 圧密状態」，それ以外は「等方圧密状態」で近

似することでき，今井によるモデル化がほぼ妥当と考

えられる。 
5) 水圧の減少分を鉛直方向の圧密荷重の増加分と見な

す従来の慣用的な圧密沈下計算法は，改良域中央部の

沈下量を過大評価した。一方，K0 値に応じて沈下量を

低減する今井の式は実測値を良好に再現しており，実

用性が高いことを示した。 
6) 実務で多用される修正カムクレイモデルによる同様

の解析を実施した。修正カムクレイモデルは改良域内

の圧密沈下量を良好に再現したが，地表面側方変位や

改良域端部の地中側方変位は総じて実測値を過小評

価しており，過去の解析事例を追認する結果であった。 
7) 有限要素解析によって真空載荷時の地盤変形量を精

度良く予測するためには，改良深さに対する改良幅の

影響（部分改良効果），自重圧密の影響，介在砂層に

よる負圧伝搬の影響などに対する解析手法の構築と

実測値による検証作業が今後も必要である。 
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Ground deformation of dredging clay reclaimed land by vacuum consolidation method 
and its finite element analysis 
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Abstract 
In this paper, field observation result in dredging clay reclaimed land where the vacuum consolidation method was 
applied is reported. In addition, the prediction accuracy of soil-water coupled finite element analysis for ground de-
formation behavior by the vacuum consolidation method and the stress state of improved ground was examined. In 
this analysis, the modified Cam-clay model considering the anisotropy which authors proposed as a constitutive 
equation was applied and it was compared with the original modified Cam-clay model. By the application of the 
proposed model, it was shown that the principle of the vacuum consolidation method could be examined from the ef-
fective stress pass and that settlement and horizontal displacement in the improvement area could be predicted at the 
sufficient accuracy.  

 
Key words: vacuum consolidation, reclamation ground, deformation, finite element method, stress pass 
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